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はじめに
　個人の政治態度の形成・変容過程の解明は、アメリカの政治態度研究の主要なテーマであり続け
てきた。このテーマに関して、1950年代後半から本格的に開始された政治的社会化研究1》は、主に児
童期を対象として経験的研究を蓄積した。初期の政治的社会化研究が児童期を重視したのは、個人
の政治態度の発達にとって初期学習が最大の効果をもつと考えたからである。
　しかし、1970年前後になると、初期社会化過程で獲得した政治態度と成人後のそれとを安易に直
結させることへの批判がみられるようになった。例えば、ラントンは「政治的社会化の研究者は、
児童期に見出される心理的傾向や政治的志向がライフ・サイクルをこえて安定性をもっているとい
うことに関しては、先験的な仮説をたてることはできない。（中略）重要な点は、児童期の社会化さ
れた態度や行動が生涯を通じて変化しないということは、前提というよりもむしろ研究可能な問題
として扱われなければならないということである」2）と述べている。
　そして、1970年代以降の政治的社会化研究は、従来の研究がその守備範囲をあまりにも狭く限定
し、政治態度の形成過程のみを扱ってきたという反省の上に立って、一生涯を通した視座から政治
態度の形成過程のみならず変容過程をも一貫した流れの中に位置づけようとする研究動向がみられ
るようになった。この新たな研究動向によって、今日ではいくつかの政治態度については、一生涯
を通した視座から発達過程を把握することが可能な段階に達している3｝。
　なかでも、政党一体感（Party　Identification）の形成・変容過程に関しては、最も多くの研究蓄
積がある。それは、政党一体感がアメリカ人の政治意識の中核的な位置を占める態度であり、かつ
彼らの投票行動はこの政党一体感によって最もよく予測されうるとされたからである。そこで本稿
では、アメリカにおける政党一体感の形成・変容過程について、これまでの研究成果をもとに考察
していくことにしたい。
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1　政党一体感の概念
　アメリカ人の党派心を測定する尺度として最も多く用いられてきたのは、政党一体感である。こ
れは、キャンベルをはじめとするミシガン・グループの投票行動研究4｝で構想、精錬されたもので、
次の質問によって測定される。まず回答者全員に、「概していえば、あなたは通常、ご自分が共和党
員（Republican）、民主党員（Democrat）、無党派（Independent）、またはその他の何れに当ると思
いますか」として党派心の方向を尋ねる。そして、共和党員または民主党員と答えた者に対して、
「あなたは、ご自分が強い共和党員あるいは民主党員であると考えますか、それともあまり強くな
い共和党員あるいは民主党員と考えますか」として党派心の強弱を尋ねる。また、最初の質問に対
して無党派と回答した者に対しては、「あなたは、ご自分が共和党あるいは民主党の何れかにより近
いと思いますか」として、いわば支持色を尋ねる。
　これらの質問に対する回答にしたがって、回答者は次の7個のカテゴリーに分類される。それら
は、「強い民主党員」、「弱い民主党員」、「民主党寄りの無党派」、「純粋な無党派」、「共和党寄りの無
党派」、「弱い共和党員」、「強い共和党員」、である。また、政党一体感の強度に着目すれば、「強い
党員」、「弱い党員」、「どちらの政党寄りの無党派」、「純粋な無党派」、の4個のカテゴリーに分かれ
る。なお、ここでいう党員とは、政党組織にフォーマルに加入していることを意味しない。政党一
体感は、個人の政治的準拠集団に対する愛着感を測る態度変数であって、行動の尺度ではない。し
たがって、特定の政党に一体感を抱いているからといって、その政党に党費を収めたり政党の集会
に参加する必要はなく、また選挙でその政党に投票する必要もない。また、選挙登録の際に政党名
を記さなければならない州の居住者でも、必ずしも一体感を有している政党名で選挙登録しなくて
もよい。
　キャンベルらは、1950年代の全国調査の結果から、アメリカ人有権者のおよそ4分の3の者が、
2大政党の何れかに一体感を抱いていることを発見して次のように述べた。「わが国の国政選挙にお
いて、数千万人のアメリカ人が、何れかの政党に持続的な愛着感を抱いていることほど重要な要因
は他に殆どない。この忠誠心は、選挙の際に両党の勢力の基本的な分界線を設定し、特定の選挙キ
ャンペーンの競合は、その範囲内で行なわれる。またそれは、政党システム自体の安定性を保証す
る重要な要因でもある5）」。そしてキャンベルらは、政党一体感が次のような機能を有するとした。
　第1は、政治的見解を形成する機能である。キャンベルらは、「政党一体感は、認知上の選別機能
の役割を果たし、個人はその選別機能を通して自分の党派的志向に都合のいいようにみる傾向があ
る」6）と述べ、個人が政治的意見を形成する際に、自分の党派心に適合する方向で意見形成を行なう
傾向があることを指摘した。
　第2は、投票基準としての機能である。キャンベルらは、「政党一体感は、（投票）行動に強いイ
ンパクトを及ぼす」7）と述べ、政党一体感が投票行動の決定要因として最も重要なものであることを
発見した。
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　第3は、個人の政治的関心を高める機能である。キャンペルらは、「個人の政党愛着感が強ければ
強いほど、政治的事象への心理的関与もそれだけ強くなる」8）と述べ、政党一体感が強い者ほど政治
的関心や投票率が高いことを見出した。
II　政党一体感の形成
　1．形成期
　政治態度の発達において、初期社会化が重要性を有するのか否かについては、見解が分かれると
ころであった。初期社会化の重要性を否定する見解としては、次の3つの解釈がある。第1は、パ
ーソナリティの形成に関わる一次的社会化では、政治的なものは含まれておらず、あくまで政治前
的性格が形成される時期であると考えるパーソナリティ学派（personality　schoo1）の考えである。
第2は、人生において時期的に前に学習したことより、後に学習した事の方がより大きな影響力を
もつとする近接仮説（proximity　hypothesis）の考えである。第3は、児童期においては、まだ政
治の学習を受け入れる用意ができていないとする考えである9）。
　これら3つの考えが、初期社会化を軽視する理論であったわけだが、1940年代から本格的に開始
されたアメリカの投票行動研究は、政党支持の発達において、初期社会化が最も重要性を有すると
いう見解を提示した。
　まず、コミュニティ調査による投票行動研究をこころみたコロンビア・グループ1°）は、若い有権者
の多くが、親の政党支持に沿ったかたちで投票行動を開始している事実を発見した。例えば、1948
年のエルミラ調査によれば、新有権者の4分の3の者が父親の政党支持と一致した投票行動をして
いることが判明した。この事実からベレルソンらは、「投票に及ぼす家族の影響は、本人が選挙権を
得る年齢に達するかなり以前から始まっている」11》と述べ、さらにより年長の層のデータから、年齢
を加えても当初の政党支持が持続する傾向にあることを見出した。
　また、全国調査による投票行動研究を行なったミシガン・グループは、特定の政党に一体感を有
する有権者の多くが、親の党派心と一致していると報告していることから、次のように論述した。
　　　政党が人々の好意を獲得する主要な源泉は、家庭や初期の準拠集団での社会的な伝達のよう
　　である。政党支持に関する最も重大な決定は、生涯の早い時期に強い社会的影響下でなされる
　　場合が多いようである。（中略）心理的一体感は、自己強化の性質をもっており、その性質は政
　　党忠誠心をより変化させにくくする12）。
　このような投票行動研究の見解は、1950年代終盤から本格的に開始された政治的社会化研究にお
いても支持された。投票行動研究を含め政治態度の発達過程に関する諸研究をレビューしたハイマ
ンは、「大人にみられるパターンの中で、人生の初期に最も完成された形で確立されていると思われ
るパターンといえば、それは政党帰属のパターンである」13）と記した。さらに、グリーンスタインや
イーストン、ヘスによって実施された政治的社会化に関する2つの開拓的研究において、子供たち
はかなり早い時期に党派心を形成していることが明らかになった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　133一
表1　政党選好の学年による変化（％）
　　投票
w年
共　和　党 民　主　党 時々民主党栫X共和党
（投　票）
墲ｩらない
（言葉の意味）
墲ｩらない
2　年 22．4 13．4 9．4 21．1 33．7
3　年 24．8 17．2 10．2 19．8 28．1
4　年 30．1 19．0 15．0 16．9 19．0
5　年 30．0 25．2 2L5 14．5 8．8
6　年 28．2 28．8 26．0 12．6 4．5
7　年 24．5 31．9 28．6 12．5 2．6
8　年 20．5 32．5 31．6 13．8 1．6
　グリーンスタインは、1958年に実施したニューヘイヴン調査（小学校4年生～8’年生対象）で、
小学校4年生の段階ですでにかなりの者が党派心を表明していることを見出した。同調査では、児
童に対して、「仮にあなたがいま21歳だとしたら、誰に投票したいと思いますか」と質問し、「たい
てい共和党員」、「たいてい民主党員」、「わからない」、の中から選択させた。その結果、4年生のう
ちのおよそ6割が、共和党員か民主党員の何れかを選好していたのである14）。ただ、このように早期
から政党選好を表明しているにもかかわらず、政党リーダーの知識や政治的問題についての考えは、
遅れて形成されていくことがわかった。つまり、党派心は具体的な政治的知識を得る以前の段階で
既に発達しており、したがって、「その過程はおそらく、民族的一体感や宗教的一体感の発達と類似
したものであろう」15）としている。
　また、イーストンとヘスは、1961年末から1962年初頭にかけて8都市で実施した小学校2年生か
ら8年生までの調査（いわゆるシカゴ調査）16）で、「もし、あなたが投票できるとしたらどうします
か」と質問し、「共和党に投票する」、「民主党に投票する」、「時々民主党に投票し、時々共和党に投
票する」、「どちらに投票するかわからない」、「民主党とか共和党という言葉の意味がわからない」、
の中から選択させた。その結果、表1　17）に示してあるように、2年生のうちの3分の1以上、5年生
のうちの半数以上の者が、何れかの政党を選好しており、そして5年生から8年生にかけては政党
選好者の比率は、水平状態を保っていた。また、「時々民主党に投票し、時々共和党に投票する」と
した者の百分比についてみると、2年生ではその比率が1割弱にすぎないのが、学年が上がるにつ
れて徐々に増加し、8年生になると3割強にも達している。これは、政党に対して中立的立場をと
る者も学年の上昇とともに増大していくことを表したものであり、言いかえれば無党派層が形成さ
れていく過程とみなすことも可能である。
　このように、これら2つの政治的社会化研究はいずれも、政党に対する愛着感が10歳前後の頃ま
でに形成されていることを示した。ただここで問題なのは、この時期の政党支持の表明が、子供た
ちが半ばいい加減に回答したものではなかろうか、ということである。この点についてグリーンス
タインは、子供たちの政党支持の分布が、ニューヘイヴン市全体の政党支持の分布と近いこと、及
び自分が支持している党のリーダーに対する評価とも正相関しているという事実を挙げることによ
って、子供たちの党派心が決していい加減なものではないと論じた。さらに、従来の学習理論など
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、によれば、初期学習は個人の基本的な精神構造の一部になりうるとされていることから、児童期の
　　　　　　＼
党派心は成人後のそれの基礎となると考えた18）。
、．影響源＼
　　　　　　　x　初期の政治的社会化研究はまた、政党一体感の形成が家族の独占的な影響下で行なわれることを
　　　　　　　、主張した。グリー㍉ンスタインのニューヘイヴン調査では、児童のうち親の政党支持と異なっている
　　　　　　　　しと言明した者は、ほんの一握りのみであった19）。また、イーストンとヘスによるシカゴ調査では、児
童に親の政党支持を尋ねていなかったが、標本中に含まれていたきょうだいのペア205組を取り上
げ、「ケネディが大統領に選出された時、あなたはどう思いましたか」という問いに対して、きょう
だい間でその態度が類似していることが判明した。この事実からヘスらは、「このきょうだい間の類
似は、多くの児童が彼らの親と同じ政党に同一化するという事実について、さらなる証拠を加える
ものである」20）とした。
　ただ、これら2つの研究は、標本が特定の都市のものに限定されていること、及び親の政党支持
の情報を直接本人から得ていないという欠陥を有していた。これらの点を補うものとして、1965年
春にミシガン大学のサーベイ・リサーチ・センター（SRC、のちのCPS）によって実施された高校
上級生及びその親を対象とした全国規模の調査は、極めて精緻な資料を提供した。同調査は、それ
までの政治的社会化調査と異なって、（1）全国的確率標本に基づいていること、（2）親にも直接調査し
ていること（3分の1は父親のみ、3分の1は母親のみ、3分の1は両親とも）、（3）1965年の被調査
者に対して2度にわたって追跡調査を実施していること（1973年と1982年）などから、それまでの
政治的社会化研究の限界を大きく超えるものであった。以下、同調査で得られた諸結果をみていく
ことにする。
　（1）政党一体感の親子間一致度
　SRC親子調査を分析したジェニングスとニーミは、従来の知見と同じく、政党一体感の親子間一
致度が高いことを見出した。親と子が同一党派心をもっている者の比率は、59％であった。そして、
親と子が反対の政党を支持していた者は、わずか7％にすぎなかったのである。さらに、どちらか
の政党寄りの無党派（Independent　leaner）を政党支持の保有者とみなすと、親子間の一致率は69％
にのぼる21）。
　表222）は、親の党派心別に子弟の政党一体感の分布を示したものである。同表をみてわかるように、
表2　親の政党一体感と子弟の政党一体感
子　弟 民主党 　親無党派 共和党
民主党　　　66％
無党派　　　27
共和党　　　7
　計　　　　100％
　（N）　　　（914）
29％
53
17
99％
（442）
13％
36
51
100％
（495）
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民主党系家庭の子弟の3分の2、共和党系家庭の子弟の半数が親の党派心を継承し、反対党支持に
流れた者は、民主党系家庭の子弟で7％、共和党系家庭の子弟で13％にとどまる。この結果をみる
と、民主党員の親の方が共和党員の親よりも子弟に強い影響力を及ぼしているようにみえるが、こ
れは調査が行なわれた時期の状況を反映したものと考えられる。この調査が実施された1965年春と
いう時期は、前年秋の大統領選挙で、民主党のジョンソン候補が共和党のゴールドウォーター候補
に対して地滑り的勝利を収めてまだ間もない頃であった。したがって、当時調査を受けた高校生は、
当時の状況の影響を受けて全体として民主党寄りの分布になっていたと解される。例えば親が無党
派の場合についてみても、子弟の中には民主党員の方が共和党員よりも12％多くなっていた。
　なお、子弟の中には、親の党派心を誤って知覚している者も一定数存在していた。そのような場
合、子弟の党派心は、実際の親の党派心よりも子弟が知覚したところのそれとの相関の方が大であ
った。親の実際の党派心と子弟のそれとの相関は、タウ・べ一タで．47であるのに対して、子弟が
知覚したところの親の党派心と子弟のそれとの相関は，58に達していた。つまり、親の党派心を誤
って知覚していた子弟の多くは、自分の党派心に引きつけて解釈していたのである23）。
　（2）親子間一致度を左右する要因
　今まで検討したように、SRC親子調査の結果からも、政党一体感の形成過程で親の影響力が強く
働いていることが確認された。けれども同時に、親の党派心を継承していない子弟も一定の割合存
在していることも明らかになった。そこで次に、政党一体感の親子間伝達の妨げになる要因を検討
していく。
　（i）デモグラフィック集団……SRC親子調査によれば、政党一体感の親子間伝達率は、デモグ
ラフィック集団によってかなりの差がみられた。特定の集団で親子間伝達率が低くなるのは、ある
政党が特定の集団にとってとりわけ魅惑的に映る場合である。親子調査が実施された1965年当時に
は、民主党は黒人向けに強いアピールをしていたため、その結果として黒人の子弟は、たとえ親が
共和党員であっても大半の者が自らを民主党員であるとしていた。したがって、親子の党派心の相
関は、タウ・べ一タで．12と低い値しか示していなかったのである24）。
　（ii）社会的地位……親子調査の結果によれば、人種の他に家庭の社会的地位によっても、党派心
の親子伝達率は大きな差がみられた。社会的地位の基準を親の職業にとるにせよ、或いは親の学歴
にとるにせよ、社会的地位が低くなるにつれて、党派心の親子伝達率も低下する傾向がみられた。
親の職業を基準にして5階層に分類した場合、最も地位の高い層では親子の党派心の相関はタウ・
べ一タで．53にのぼっているのに対し、最も低い層ではそれが．33にとどまっていた。また、親の
学歴が大学卒の家庭では．49であったのに対し、親が高校卒以下の場合は．36に落ちていた。このよ
うな差が生じた理由としては、1つに、そもそも党派心の親子間伝達率が低い黒人層が低階層に集
中していること、もう1つに、社会的地位の高い家庭ほど親の政治的関心が高い傾向にあり、した
がって子弟に対する影響力が強いこと、がある25》。
　（iii）親の政治的関心……両親の政治的関心が高く、家庭内での政治的会話の頻度が多い場合、子
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表3　両親の党派心パターンと子弟の政党一体感（％）
　　母親q弟　　父親 民主党ｯ主党民主党ｳ党派 無党派ｯ主党 共和党ｯ主党 無党派ｳ党派民主党､和党無党派､和党 共和党ｳ党派 共和党､和党
民　主　党
ｳ　党　派
､　和　党
84．8
W．2
V．1
51．0
R7．0
P2．0
38．8
R9．8
QL4
28．7
R8．6
R2．6
41．6
W．5
T0．0
44．4
Q0．7
R4．8
43．0
P7．2
R9．7
2L4
R3．6
S5．0
18．7
P3．4
U7．9
計 100．1 100．0 100．099．9 100．1 99．9 99．9 100．0 100．0
（注）　本表では、民主党ないし共和党には政党寄りの無党派を含み、無党派は純粋な無党派のみを含む。
弟は親の党派心を継承することが多く、親の政治的関心が低い場合には、その継承率は下がる。こ
れは、親の政治的関心が高い家庭ほど、子弟が親の政党一体感を正確に知る機会に恵まれることに
その一因がある26）。
　（iv）両親の政党支持の一致……政党一体感の親子間伝達が成功裡に行なわれるかどうかは、父母
の党派心が一致しているか否かによっても影響を受ける。SRC親子調査の結果によれば両親の政党
一体感のパターンに関しては、両親が同じ政党に一体感を抱いているケースが72％、両親または片親
が無党派のケースが16％、及び両親の党派心が分裂しているケースが12％であった。そして表327）に
示されているように、両親の党派心が同一の場合、子弟の多くが両親の党派心を継承しているのに
対して、両親の党派心が異なる場合、親子間伝達率は低下する。また、両親の党派心が分裂してい
る場合には、子弟は父親よりも母親により強い影響を受けている（母親優位説）。ジェニングスとラ
ントンは、この理由として、子供の多くが父親よりも母親により強い情緒的絆を感じているためで
はないかとしている28）。
　（v）友人の政党支持……政党一体感の親子伝達に及ぼす友人の影響としては、次の2種類のもの
がある。1つは、親からの党派心の継承をより確固としたものにする補強作用であり、もう1つは、
親からの継承を妨げる離脱作用である。SRC親子調査の結果によれば、これら何れの効果も認めら
れた。一例として、親が民主党員の場合についてみると、友人もまた民主党であるとする高校生の
うち75％が同じく民主党員であるのに対して、友人が共和党であるとする者の中では、自らを民主
党員とする者は48％にすぎなかった。また、友人の政党支持が民主党、共和党半々であるとする者
の中では、本人が民主党員であるとする者は65％であった。この結果をみてわかるように、友人の
影響は補強作用、離脱作用の何れもが確認される。それでは、全体としてみて、友人の影響はそれ
ら2つの作用のうちのどちらが優越しているかという問題が残るが、ジェニングスとニーミは、補
強作用が若干優越すると結論している。その原因としては、友人が自分の親と同じ政党を支持して
いるとする者が、友人が親と異なった政党を支持しているとする者よりも数が多かったことが挙げ
られる29》。
　（vi）親の投票行動……前述のように、政党一体感の形成に際しては、親の党派心の影響を強く受
けている。しかしながら、多くの親は子弟がどのような党派心を抱いているかについて無関心であ
った3°）。したがって、子供が親の党派心を知るきっかけは、主として偶然の出来事によると考えられ
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表4　1964年の大統領選挙における親の投票行動・政党一体感と子弟の政党一体感
?
民主党に投票 共和党に投票
　　　　　　　　　政党一体感　　　　　　　　　　　　　政党一体感
子　弟　民主党　無党派　共和党　民主党　無党派　共和党???? ?? ? 70％
25
　4
100％
（808）
37％
52
　11
100％
（277）
21％
42
38
100％
（151）
24％
42
34
100％
（75）
　13％
56
31
100％
（130）
10％
33
57
100％
（325）
る。そのきっかけの1つとして、特定の選挙における親の投票行動がある。ただ、その際に親は、
必ずしも自らの政党一体感に合致した投票を行なっているとは限らない。仮に、親が自らの政党一
体感に逆らった投票を行なった場合には、子供は親の政党一体感をその時点で投票した政党と勘違
いして判断する可能性が生ずるのである。表4　30に示されているように、親が政党一体感に沿わない
投票をした場合、その子弟が親の政党一体感を継承する率は落ちる。例えば1964年の大統領選挙で、
民主党員でありながらも共和党に投票した親をもつ子弟のうち、共和党員であるとする者が34％、
民主党員であるとする者が24％となっており、共和党員の比率が民主党員のそれを上回っているの
である。
　このように、子弟が親の実際の投票行動から党派心形成の手がかりを得るということは、党派心
の再編（partisan　realignment）がいかにして生ずるのかという問題に絡んで重要である。コンヴァ
ースは、1950年代と60年代に実施された成人対象の全国調査を分析し、被調査者が彼らの親の党派
心を報告した内容に明らかに実際よりも偏りがあることを見出した。1930年代や40年代に新しく有
権者となった世代の多くは、彼らの親が民主党員であったと回答していたが、実際には彼らの親の
世代の党派心分布は、それほど民主党に偏っていなかったのである。この食い違いは、共和党員で
あった親の中で、当時圧倒的な人気を誇っていた民主党のルーズベルト候補に投票した者が多数存
在したため、子弟はその時の投票行動をみて、自分の親が民主党員であると勘違いしたことに起因
するという。そして、この見方は表4に示されているような1965年のSRC親子調査の結果からも
さらに確信できるものであるとして次のように述べている。「党派心の親から子弟への伝達それ自体
でさえも、多くの場合は驚くべき表面的なきっかけに基づいている。最も目立つのは、大概の場合、
大統領選挙における親の投票選好である」32）。そして、表4に示されているSRC親子調査の結果
は、「1930年代後半や1940年代に、共和党員でありながらルーズベルトに投票した親をもつ子弟の多
くが、自分自身の投票経歴を民主党びいきに開始した時、家庭の伝統を拒絶したという感覚をもた
なかったという推量に対して、強力な支持を与える」33）とした。
　ともかく、SRCが実施した初の全国規模の政治的社会化調査の結果は、基本的にはそれまでの知
見と同じく、政党一体感の形成に際して親の影響力が強いことを再確認した。けれども、政党一体
感の強度の観点からすると、子弟の世代は親の世代に比して一体感の強度が弱いことも明らかにな
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?
　、
った。強い一体感を有する者の比率は親の世代が子弟の世代に比して10％高く、また、無党派層の
比率は子弟の世代の方が12％高かったのである34）。
　ジェニングスとニーミは、高校生の党派心が弱質であることの一因として、学校の果たす脱政党
化の機能を挙げている。彼らは、SRC調査の結果をヘスらによるシカゴ調査と比較して、小学校高
学年から高校生にかけて、無党派層（シカゴ調査では、「時々民主党に投票し、時々共和党に投票す
る」とした者）が徐々に増加する傾向にあることを見出した。そしてこの増加傾向をもたらす一因
として、学校の影響を挙げている。学校では、公民科などの授業で、党に投票するのではなく、人
物に投票せよと教えられ、無党派であることが美徳とされるような教育が行なわれる。加えて、学
年が上がるにつれて、友人と政治的な会話をする機会が増加し、親の政治的信条と対立する意見を
耳にすることも多くなる。ジェニングスとニーミは、これらの事柄が、党派心を弱化させる働きを
すると考えた35）。
III政党一体感の持続と変容
　1．持続と変容
　（1）政党一体感の安定性
　今までみてきたように、アメリカの子供たちの多くは、生涯の中でひじょうに早い時期に党派心
を獲得している。けれども、その事実は必ずしも初期の党派心がその後も持続することを意味する
ものではない。子供は、成長するにつれて、学校や職場集団など新しい環境に置かれ、その新たな
環境が党派心変更への圧力をかけることもありうるからである。更に、成人になると、政党や個々
の政策などについての情報をより多く得ることになり、それが党派心変更を導くこともありえよう。
ともかく、初期社会化によって獲得した政党一体感がその後も持続するためには、政党一体感が安
定的な性質を有することがその前提となる。
　個人の政党一体感の安定度を検証したものとしては、SRCが一般有権者を対象として実施した2
度にわたるパネル調査がある。それらは、1956－1958－1960年の期間と、1972－1974－1976年の期
間に実施された。
　表536）は、1972年と1976年における同一回答者の政党一体感の相関を示している。なお、政党一体
感の安定性を測定する際の基準として、次の3つのものが考えられる。第1は、政党一体感の方向、
強度がともに一致している者の比率である。この基準からすると、1972年と1976年との間でおよそ
50％の者が不変である。第2は、政党一体感の方向のみが一致している者の比率である。この基準
からする一致率は、表5の点線枠内の百分比の総和として表示され、一致率はおよそ74％となる。
第3は、どちらかの政党寄りの無党派を党派心の所持者とみなした上で、政党一体感の方向の安定
度を測定する方法である。この基準からする一致率は、表5の太線枠内の百分比の総和で表示され、
一致率はおよそ80％にのぼる。すなわち、少なくとも第2及び第3の基準からするならば、政党一
体感は高度の安定性を有する態度とすることができる。
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表5　1972年と1976年との間における政党一体感の安定性
1976年　　政　　党　　一　　体　　感
1972年
ｭ党一体感 強　　　い
ｯ　主　党
弱　　　い
ｯ　主　党
民主党寄り
ｳ党　派 無　党　派
共和党寄り
ｳ　党　派
弱　　　い
､　和　党
強　　　い
､　和　党
強　　　い
ｯ　主　党
F・　9　…　　　9一　圏　一一9
????
幽一一一一一一，，． ????
0．8 0．3 0．1 0．1 0．1
弱　　　い
ｯ　主　党
…15．0L　匿　匿曹・　・曹一幽　9・　一　　：@13。α＿・　幽　一一一甲　一冒　，　’ 3．2 1．7 0．6 0．9 0．2
民主党寄り
ｳ　党　派 1．5 3．5
「………??．?? ，雪 一…幽曹・曽・幽一一一曹・@0．8
”曹一”一’｝一
??。??????
0．2 0．1
無　党　派 0．6 1．0
?．??
團 2．2i　： 0．9 0．1
共和党寄り
ｳ　党　派 0．5 0．4
i　1．0「，曹曹曹　9曹曹曹曹虚曹一　一曹
　2．6・一圏・・曹曹幽一・．・■一匿
曹匿
4．8i曹．．．．9幽．幽幽」
1．8 0．5
弱　　　い
､　和　党 0．1 0．7 0．2 0．8 2．7
r　g　・暫　・…　　　　曹一一
????
一　一　一　一　一　，，　冒　一曹曹，
@2．4i　　：
強　　　い
､　和　党 0．3 0．4 0．2 0．2 0．9
：i4．1L…　　　　曹幽　一一一　一　一 　　：@6。5i一　雫一＿一　一　，　，，冒　，　」
　　　Total　percentageニ100
　　　Source：CPS　1972－1976　election　pane1．Table　entries　are　comer　or　total　percentages　based　on　a
　total　of　1，276　panel　respondents　who　expressed　a　partisanship　in　both　1972　and　1976．　The　proportion
　stable　is　simply　the　percentage　of　respondents　who　gave　identical　responses　over　time．
　また、政党一体感の安定度は、1950年代と1970年代とで殆ど変化していない。エイブラムソンが
2度にわたるSRCパネル調査の結果を白人の標本について分析したところ、1956年と1960年との
間の党派心の相関は、タウ・べ一タで．71という高い値を示していた。この安定性は、白人全体の
党派心がかなり弱化した1970年代になっても殆ど低下していない。1972年と1976年との間の党派心
の相関はタウ・べ一タで．68と相変らず高い安定性を維持していたのである37）。
　個人の政党一体感の変更については、様々な解釈がなされている。ドレイヤーが1956年から1960
年までのSRCパネル調査を分析したところ、個人の政党一体感の変更の多くが時の政治状況とは
無関係な方向になされており、それらの変更は単にでまかせの変更（randon　change）によるもので
あるという結論を導いている38》。しかしまた、政党一体感の変更が、政治状況や政策に対する反応に
よってもたらされたとする見解もいくつかある。例えばマーカスは、人種政策やベトナム戦争への
不満が1965年から1973年の間に個人の党派心の変更をもたらしたとしている39）。また、フィオリナ
は、1950年代の終盤と1970年代の中盤における個人の政党一体感の変更は、個人の経済的経験によ
って影響を受けたとしている40｝。
　（2）初期社会化の残存
　成人後の政党一体感にとって、初期社会化がどの程度の重要性をもつのかを検証する方法として
は、次の2通りのものがある。1つは、成人に過去における親の党派心を想起（recall）してもらう
方法、もう1つは、同一人物を繰返し調査する縦断的研究（longitudinal　study）によるものである。
想起法は、投票行動研究で用いられてきた方法であり、縦断的調査は、SRC／CPSの親子パネル調
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査で用いられた方法である。
　既に触れたように、1950年代の想起データに基づいたキャンベルらの投票行動研究は、成人後の
政党一体感にとって、初期社会化過程で受けた親の影響力が決定的であるという結論に達してい
だ1）。ところが、その後の時系列的な分析によれば、1960年代の末葉から1970年代前半にかけて、有
権者の政党一体感に及ぼす親の影響力が低下していることが報告されている。ナイ、ヴァーバ、及
びペトロシックは、1952年から1972年までのデータを分析した結果、1968年頃から親の党派心を継
承する者が、とりわけ若年層で減少していることを見出した。この事実から、ナイらは、「1960年代
の終わり頃の新有権者の中では、彼らの親の党派心はそれほど指針の役割を果たさなくなった」42》と
述べている。但し、親の党派心の継承率の低下に対応して増加したのは反対党の支持者ではなく、
無党派層であった。つまり、親の影響力は低下したとはいえ、反対党支持への障壁を設定する役割
は依然として果たしていたのである43）。
　また、縦断的研究を行なったSRC／CPSの親子調査の結果によれば、1965年と1973年とで、政党
一体感の方向が同一であった者は、親の世代では76％であったのに対して、子弟の世代では58％に
とどまっていた。表644）に示されているように、1965年に民主党員または共和党員であった者で、8
年後も同一の政党に一体感をもっていた者の比率は、親の世代ではおよそ8割にのぼるのに対して、
子弟の世代ではその比率はかなり落ちている。但し、その8年間に反対党支持へと転向した者は子
弟の世代でも少数である。子弟の世代で顕著なのは、1965年に2大政党の何れかに一体感を有して
いながら、1973年の時点で無党派へと転じた者の比率の多さである。つまりこれは、子弟の世代が、
当時の風潮であった有権者の脱政党化傾向を顕著に表した層だったことを示す45）。
　このように、10代後半から20代前半にかけての政党一体感は、まだ安定性を欠いたものであるが、
20代後半から30代前半にかけて、その安定性は高まる。SRC／CPSによる親子調査は、1965年時点
の高校上級生が30代の半ばに達した1982年にも追跡調査を実施した。その結果、2時点における子
弟の世代の政党一体感の相関は、1965年と1973年との間で．40（タウ・べ一タ）にとどまっていた
のが、1973年と1982年とでは．57に上昇していた。他方、親の世代では1965年一1973年で．67、1973
年一1982年で．70となっており、安定度は殆ど変化していない。これらの事実からしてわかるよう
に、政党一体感は120代後半から30代にかけて、より安定的になるのである46）。
　　　　　　　　　　　　　　　　表6　政党一体感：1965－1973年
　　　　1973
民主党　　無党派　　共和党 計（N）
1965
　民主党 子弟
無党派　　子弟
共和党　　子弟
親
親
親
59％
　82％
18％
　20％
15％
　5％
34
65
39
12
62
15
6
16
46
5
19
80
99％　　（539）
　99％　　（537）
99％　（480）
　101％　　（295）
100％　（302）
　100％　　（308）
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　若年期の政党一体感が流動的であることの説明としては、次の2つのものが考えられる。第1は、
ライフサイクル説である。成年初期の段階にある者は、選挙権を獲得してまもなくであり、投票し
た経験もまだ少ない。したがって、初期社会化によって獲得した政党一体感を強化する機会が殆ど
なく、政党一体感がまだ堅固なものになっていないとする説明である。このような場合、自分が同
一化している政党に対して何らかの不満をもった場合、その政党から離脱する可能性が高くなる。
マーカスがSRC／CPSの親子パネル調査を分析したところ、1965年から1973年の間における子弟の
世代の政党一体感の変更は、その間の主要な争点であったベトナム戦争と人種問題に反応した結果
であったのに対して、親の世代ではこれらの争点に関する意見が政党一体感の変更をもたらした例
は殆どみられなかったという4η。
　第2の説明は、若年層が大きな環境変化を経験することである。成年初期の者は、就職、結婚、
地理的移動など人生の転機となる経験をする。そして、これらの環境変化は、それまで抱いていた
政党一体感の変更をもたらす原因となりうる。
　（3）変容要因
　（i）結婚……投票行動研究の見解によれば、政治的な事柄については、夫婦間では夫優位である
とされていた。例えば、キャンベルらは、「夫婦関係における政治的影響は、主に夫から妻へと一方
向的に流れるようにみえる」48）としている。この見解は、1965年のSRC親子調査を分析したベッ
クとジェニングスによっても支持されている。彼らは、親の標本について分析したところ、妻は夫
の政党支持に同調する傾向がみられたのに対して、夫が妻に影響を受けたと推測できる結果は殆ど
みられなかったという。したがって、ベックらは「男優位という伝統的見解は、ここでも支持され
ている」49）と述べている。夫が妻に比してより大きな影響を及ぼしている原因としては、家庭内の政
治的会話によるものだけでなく、家庭の社会経済的地位が主に夫の職業と収入によって決定されて
いることにもよると考えられている。したがって、女性の自立化が進行している今日では、夫の優
位性は減退していると推測することも可能である。
　（ii）地理的移動……初期の研究によれば、居住地域の移動は、政党一体感の変更に及ぼす影響が
少ないという見解が一般的となっていた5°》。それに対して、地理的移動はとりわけ若年層にとって党
派心変更のきっかけになっているという証拠がブラウンによって提示されている。彼は、政党勢力
が異質な選挙区の間を移動した者について詳細に分析を行なった結果、次のような結論に達した。
まず、初期社会化過程で受けた親の影響は、他党優位の地域に移住した後も残存するが、新しい地
域環境の影響は、親から継承した党派心を弱める作用もする。ところが、政治的無関心の家庭に生
育した者は、地域環境の影響を受けない。その理由は、本人も政治的関心が低いので、地域の政治
的環境に注意を払っていないためである。また、地域環境に影響を受ける度合いは、年齢及び居住
期間によって異なる。年齢が若い者ほど新たな地域環境の影響を受けやすく、居住期間は長くなる
につれて地域に適合する者の割合が増大する51）。つまり、ブラウンのこの結論も、若年層の政党一体
感の弱質性を示すものとなったのである。
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　（iii）社会移動……第2次大戦後のアメリカでは、階級投票が著しく低下した。1950年代以降にお
ける、アメリカの階級投票の水準は、西欧諸国よりもかなり低い水準でしかなかった52，。こうした状
況下では、社会移動は党派心を変更する重大な契機とはなりえないことになる。事実、キャンベル
らが1956年の全国データを分析した結果、社会移動と政党一体感の変更との間に明確な関連性を見
出すことはできなかったとしている53）。しかしながら、バーバーのより詳細な分析によれば、社会移
動はしばしば党派心変更のきっかけとなっているという54）。彼はまた、上向移動者（upwardly
mobile）については、加齢に伴って共和党支持率が増加する傾向にあるが、下向移動者（downwardly
mobile）に関しては、加齢に伴って民主党支持率が増大する傾向はみられなかったとも報告してい
る55）。
　（iv）学生運動……sRc／CPsの親子パネル調査の第1波（1965年）と第2波（1973年）との問に
は、ベトナム反戦などを唱えた大規模な学生運動が発生した。親子調査の子弟の標本の中でも、大卒
者のうちの10分の3近くの者が何らかのかたちで運動に参加した経験をもっていたのである。そこ
でジェニングスは、標本の中から学生運動に関与した反抗者（Protestor）と、運動に関与しなかっ
た非反抗者（Nonprotestor）とに区分してパネル調査の結果を分析した。その結果、被調査者が高
校生であった1965年と、20代半ばに達した1973年とを比較すると、反抗者の集団はこの8年間で民
主党員の比率が9ポイント増加しているのに対して、非反抗者の集団ではそれが11ポイント減少し
ていることが判明した。さらに、第3波（1982年）調査によれば、1973年にみられた分布が9年後
もほぼ持続していることが判明した56）。この結果は、学生運動を経験したか否かが個人の政党一体感
に影響を及ぼし、その影響を受けて獲得した政党一体感は、その後も強度の持続性を有することを
示すものであった。
　2．ライフサイクル効果と世代効果
　（1）政党一体感の方向
　キャンベルらが分析した1950年代の全国調査の結果では、若年層はより年長の層に比して共和党
員の比率が低いという事実がみられた。政党一体感を有する者のうちの共和党員の比率は、45歳未
満の者の中ではおよそ3分の1にすぎなかったのに対して、45～54歳の層ではそれがおよそ10分の
4存在し、さらに65歳以上の老年層では半数近くにのぼっていたのである57）。このような年齢差をも
たらした原因として、キャベルらは次の2つの仮説を提示した。1つは、この年齢による党派心分
布の差が、1930年代のニューディールによる党派心再編成の結果とする世代説、もう一つは、加齢
に伴う共和党員の増加傾向の表れとするライフサイクル説である。
　世代説の見解によれば、上の調査の実施された1950年代において40歳代後半以上であった者の大
半が、大恐慌を契機とした民主党優位期になる以前に選挙権を獲得したために、民主党員の割合が
さほど多くないのだと考える。そして、これとは反対に45歳以下の者は、大恐慌以降の民主党優位
期に選挙権を獲得したために、したがって民主党員の割合が多いのだとする。この見解をキャンベ
ルらは次のように述べている。「政党一体感が、一生涯にわたって持続するものであり、全国的規模
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でそれが変動するのは社会的大変動のみであるとするならば、現在における政党一体感の年齢別分
離は、大恐慌とニューディールの結果であると考えることが妥当であろう」58）。そして、この解釈が
正しいとすれば、今後有権者の世代交代が進行するにつれて、全体として民主党員の比率が増大す
るであろうとも述べている59｝。
　他方、ライフサイクル説の見解によれば、加齢による保守化が共和党員の増大となって表出して
いると考える。この見解をキャンベルらは、次のように述べている。「2つの政党は、異なった年齢
の人々に対してそれぞれのアピールをしている。民主党の主張は、若い人々に有利なものであるが、
それゆえの魅力も、若い民主党員が年齢を加え、政治的な刺激に対して異なった反応を示すように
なるにつれて次第に消散していくのかもしれない」6°）。
　このようにキャンベルらは、2つの仮説を提示しているが、これら2つの仮説のうちのどちらが
妥当するのかに関して詳細な分析を試みてはいない。しかしながら、彼らはその叙述から、世代説
の見方を明らかに支持していたといえる。その根拠としては、かつて政党一体感を変更した事があ
るとした者の標本の中で、ニューディール期に民主党へと変更したとする者が多いという事実に基
づいている61）。
　その後の研究においても、共和党員が加齢に伴って増加するというライフサイクル説は殆ど支持
されておらず、世代説が支持されていることが多い62）。例えばエイブラムソンは、次のように論じて
いる。キャンベルらの『アメリカの投票者』で用いられたデータからすると、21－24歳の政党一体
者のうち共和党員の比率は30％にすぎなかったのに対して、70－75歳の層ではそれが48％にのぼっ
ていた。仮にこの差が加齢効果に起因するものとするならば、年平均で0。36ポイント共和党員の比
率が増加し、28年間で10ポイント増になることになる。しかしながら、1952年から1980年までの
SRC／CPSのデータについてコーホート分析を行なった結果、加齢に伴う共和党員の増加傾向は、
わずかしかみられなかった。表763）に示されているように、10年間以上のデータが得られている7つ
　　　　　　　表7　政党一体者中に占める共和党員の比率（白人・出生年別）：1952－1980
出生年 1952 1956 1960 1964 1968 1972 1976 1980
1956－1962
1948－1955
1940－1947
1932－1939
1924－1931
1916－1923
1908－1915
1900－1907
1892－1899
1884－1891
1876－1883
白人全体
32
30
34
46
42
46
42
38％
　＊
36
36
41
44
54
44
＊＊
41％
42
33
36
40
36
55
47
＊＊
41％
　＊
　33
　33
　38
　27
34
50
＊＊
＊＊
35％
37
41
34
40
42
40
44
＊＊
＊＊
40％
　＊
40
45
43
35
40
41
＊＊
＊＊
＊＊
41％
　34
　38
　43
　45
43
　31
49
40
＊＊
＊＊
＊＊
42％
45
40
39
47
45
30
35
＊＊
＊＊
＊＊
＊＊
41％
＊　8年間のコーホートの全てがまだ選挙権を獲得せず
＊＊標本数が少ないために比較の材料として不適格
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のコーホートのうち、わずか2つのコーホート（1924－1931と1932－1939）のみに加齢効果がみら
れるにすぎない。さらにエイブラムソンは、ギャラップ調査やSRC／CPSの親子調査の結果を分析
してみても、加齢に伴う共和党員の増加は、わずかしかみられなかったという事実を見出し、次の
ように論述している。「結局のところ、我々は以下のような『アメリカの投票者』の結論を十分に支
持するものとなった。それは、若年層の民主党寄りの傾向が、世代体験の所産によるものであって、
若さそれ自体の結果によるものではないということである」6‘）。
　ただ、世代説をとれば当然予期されていた全体レベルでの共和党員の減少傾向が、1952年から1980
年にかけて殆どみられなかったのは何故かという問題が残る。この点についてエイブラムソンは、
次の3つの要因が全体レベルでの共和党員の減少を食い止めることに寄与したとしている。それは
第1に、共和党員を減少せしめる世代交代の大部分は、1952年までに既に生じていることである。
1950年代までに、共和党員の比率が多いコーホートの占める割合は既に少なくなっていた。第2に、
1950年代以降の若年層は、それ以前のように年長者に比して共和党員の比率が低くないことである。
表7’?ﾝてもわかるように、1968年以降ではもはや若者が年長者に比してより民主党寄りとはいえ
なくなっており、さらに1980年になると、若年層の方が年長者に比してより共和党寄りにすらなっ
ている。第3に、加齢に伴う共和党員の増加傾向は少ないとはいえ若干はみられ、そ静も全体レベ
ルでの共和党員の減少を妨げる機能を果たしている。エイブラムソンは、これら3つの要因によっ
て、1950年以降の世代交代の進行が、全体レベルでの共和党員の比率の減少を殆ど招かなかったの
だとしている65》。
　（2）政党一体感の強度
　キャンベルらが分析した1950年代の調査結果はまた、年齢が上がるほど政党一体感の強度が強い
傾向にあることを示していた。強い政党一体感をもつ者の比率は、21－24歳の者では24％にすぎな
いのが、年齢が上がるにつれてその比率は増加傾向にあり、70－75歳の層ではそれが53％にものぼ
っていたのである。それに対して無党派層は、21－24歳の層で31％存在していたのが、年齢が上が
るにつれてその比率は徐々に減少し、70－75歳の層では14％にすぎなかったのであった66）。キャンベ
ルらは、この結果を説明する理論として、次の2説を考慮に入れた。
　1つは、この年齢差は世代体験の相違に基づくものとする世代説である。この説に従えば、年長
者が若年層よりも強い政党一体感を抱いているのは、年長者の世代が現在よりも国民全体の党派心
がより強い時期に政党一体感を形成したためということになる。
　もう1つは、年齢差は個人のライフサイクル段階の違いによるものとするライフサイクル説であ
る。それは、加齢に伴って政党一体感の強度がより強化されるとする。ではなぜ加齢とともに一体
感が強化されるのかというと、それは加齢それ自体に起因するものではなく、特定政党への一体感
の持続期間の長さに起因するという。すなわち、ある政党へ一体感を抱いている期間が長くなれば
なるほど、政党一体感の強度はより強化される6η。
　これら2説の何れが妥当するのかを判定するために、キャンベルらは、同年齢層の中で一体感の
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持続期間が異なる者を比較検討した。その結果、政党一体感の強度は年齢よりも一体感の持続期間
の長さに強い関連性を有していることが判明したため、彼らはライフサイクル説支持の立場をとっ
た68）。さらにコンヴァースは、このライフサイクル効果が国民全体レベルの党派心強度を均衡状態に
保ち、政党システムの維持に寄与するとした。なぜならば、党派心の強い老年層が死去して世代交
代が進行しても、新たな老年層もまた加齢効果によって強い党派心を発達させるため、それが全体
レベルでの党派心の低下を妨げる機能を果たすからである69｝。
　けれども、1964年以降になると、ライフサイクル説による予測に反して、有権者全体の党派心は
衰退傾向を示した。しかも、その脱政党化傾向は、党派心の弱い新しい世代の参入によるところが
大きいとされている。コーホート分析を行なったエイブラムソンによれば、加齢に伴って強い政党
一体感をもつ者の比率が一貫して増加しているコーホートは殆どみられなかったという（表8）7°）。
むしろ、強い一体者は年齢を加えても一定の比率を保っているコーホートが多く、この結果からす
るとライフサイクル説は否定され、世代説が妥当するとしている71）。
　ただ、このコーホート分析の問題点は、時勢の影響をコントロールしていないことである。表8
をみてもわかるように、1964年以降、有権者全体の中での強い政党一体者の比率は大きく減少して
いる。このように大きな変化が生じた時期には、時勢の影響を考慮に入れなければならない。その
点でコンヴァースは、1952年から1964年の間と1964年以降の時期とを区別して考える必要性を唱え
ている。彼は、1952年から1964年までの時期を“安定期（steady　・　state　period）”とし、1964年以
降を“政治的危機の時期（era　of　political　crisis）”として捉えた。そして、安定期には加齢に伴う
政党一体感の強化過程がみられるが、1964年以降は加齢効果は同じく機能してはいるものの、有権
者全体の脱政党化という時勢効果によって相殺され、結果として表面的には加齢に伴う政党一体感
の強化過程がみられなかったのだとしている72）。
　世代説の立場をとるエイブラムソンと、ライフサイクル説の立場をとるコンヴァースとの論争の
　　　　　　　　　　表8　強い政党一体者の比率（白人・出生年別）：1952－1980
出生年 1952 1956 19601964 1968 1972 19761980
1956－1962
1948－1955
1940－1947
1932－1939
1924－1931
1916－1923
1908－1915
1900－1907
1892－1899
1884－1891
1876－1883
白人全体
30
24
32
34
46
43
49
35％
　＊
27
32
35
36
43
53
＊＊
匿36％
34
34
28
40
35
42
48
＊＊
36％
　＊
28
32
33
37
49
47
＊＊
＊＊
36％
11
22
26
19
34
41
45
＊＊
＊＊
27％
　＊
14
15
24
27
35
34
＊＊
＊＊
＊＊
24％
11
12
15
21
25
30
26
42
＊＊
＊＊
＊＊
23％
11
17
16
27
24
29
39
＊＊
＊＊
＊＊
＊＊
23％
＊　8年間のコーホートの全てがまだ選挙権を獲得していない
＊＊標本数が少ないために比較の材料として不適格
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内容は、極めて精緻な点にまで及んでおり、その論争の決着は未だついたとは言い難い。けれども、
1980年代に入ってからアメリカ有権者全体の党派心が回復傾向をみせたことは、ライフサイクル説
に有利に作用しているように思われる。先にみた表8に示されているように、強い政党一体者の比
率は、依然として老高若低パターンが続いている。仮にこの年齢差が世代効果に基づくものだとす
れば、1980年代に入ってからも、有権者の政党離れの過程が一層進行することになる。ところが実
際は、1980年代に入ってから有権者の脱政党化傾向に歯止めがかかり、むしろ党派心はやや回復傾
向をみせている。例えば、1984年における強い政党一体者の比率は、1952年時点のそれを上回るに
至っているのである73）。この党派心の回復傾向は、時勢の影響によるものと考えられ、従って時勢効
果をコントロールして導き出されたコンヴァースのライフサイクル説は、エイブラムソンの世代説
に比してより説得力をもっているようにみえる74）。
おわりに
　政治的社会化研究の噛矢であるハイマンの『政治的社会化』（1959年）、及び投票行動研究の古典
的存在であるキャンベルらの『アメリカの投票者』（1960年）が発刊されてから、今日までおよそ30
年が経過した。その間、政党一体感の発達過程の解明は、多くの研究者の関心を引いてきたところ
であった。そして、この30年間に積み上げられた研究蓄積によって、今日では一生涯を通した視座
から、政党一体感の発達過程をかなり詳細に把握できるようになった。この問題をめぐる個々の論
点についてはここで改めて論述はしないが、一応の結論をいえば、次の通りである。
　それは、政党一体感の発達過程において、とりわけ重要な時期が2期あるということである。ま
ず最初に重要な時期は、5歳～10歳頃の児童期である。この時期に、子供たちは親の独占的影響下
で政党一体感を形成する。そして次に重要な時期は、青年後期から成年初期の頃、年齢にすると17、
8歳～30歳頃にあたる。この時期は、初期社会化で獲得した政党一体感がまだ堅固なものとはなって
いないため、時代的状況の影響を受けやすく、また、新たな諸経験が党派心の変更をもたらす余地
を残している。
　そして、党派心の再編成あるいは党派心の脱編成（partisan　dealignment）をもたらすものとして、
新しい世代の青年後期から成年初期の頃における経験が重要な要因となる。ベックも述べているよ
うに、大恐慌を契機とした1930年代の民主党優位への党派心再編成75》、及び1960年代後半から1970年
代前半にかけて生じた党派心脱編成76）をもたらした主役は、20歳代の若年層であった。つまり、一般
的に言って、児童期における党派心の一次的社会化は、全体レベルでの党派心分布状況を保守する
機能を果たすのに対して、青年後期から成年初期にかけての二次的社会化は、それを変化させる機
能を果たしうるのである。
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